




































よると、それとは異なった調査結果が報告 ている。すなわち その調査結果 は、三年以上経過したヘルメットであっても 保護する効果 大差 ないのではないかと考えられる結果が示されているのである
5。この調査














































付バイクに二人で乗ること自体、運転操作に影響を与える危険なものである。のみならず、本件においては、一方通行の逆走及び 乗りを発見されたために、警察官からの追跡を逃れようと逃走していたもので、Ｙ車が一方通行を逆走し、かつ減速もせずに本件交差点に進入し、本件事故を惹起したのは、本件パトカーから逃走していたからにほかならないが、Ｘは、単に後部に乗車していたにとどまらず、帽子でナンバープレー を隠すなど、逃走行為にはむしろ積極的に関わっていたものである。Ｙ 逃走経路についての供述が信用できないことは、前記二（２）のとおりであり、Ｘ 逃走経路を指示していたと認める 足りる証拠はないが、Ｘ 自らＹ車の後部に同乗し、本件パトカーからの追跡を招いた上 Ｙととも 逃走行為に及んでいたも で、Ｘ 同乗する ほか運転の危険性を増幅、助長する行為に及んでいない しても、 危険運転を容認していたことは明らかである。　
また、Ｘは、頭蓋骨骨折、外傷性くも膜下出血、硬膜下出血を受傷しており、ヘルメットを着用していれば、


























れ、右方の安全を再確認しなかった」過失があったが、他方、Ｘにも、「本件事故当時ヘルメットを着用していたか否かについては、客観的な決め手となる証拠はないが（なお、甲一六の写真からＸが本件事故当時ヘルメットを着用していたことまでは推定できない。）、原告車後部に同乗してい Ａは、事故後間もない 期に警察で取り調べを受けた際に Ｘはヘルメットを着用してい かった旨を述べていること（※略）からみて、この点はヘルメットを着用していな ったものと判断せざるを得な （なお、Ａは、本件に ける証人尋問におい は、記憶 ないとしてその点を明確に証言しなかったが、着用していた も証 なかった。）」、「また、Ｘ車 二人乗りをしていたことが事故の発生 影響を与えたかについては、これを認めるに足りる的確な証拠がない」、「四輪車であるＹ車側に一時停止規制があるところ、Ｙ車 一時停止後、発進し、交差点内でも再停止していること もっとも、責任の大半がＹ 右方 安全の再確認を怠 ことにあり Ｙに著しい過失があ こと」 「（ お Ｙ一旦停止後発進し、交差点内で再停止したことがＸの判断を誤らせた とも考えられる。） からも、
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は周知のように強者対弱者の場合（四輪車対二輪車）には、過失相殺割合 修正されている。自転車運転中に四輪車との事故に遭った場合では当然に修正がなされることになろう。また、自動二輪車用ヘルメット不着用 過失相殺などにあっては、そもそも事故に直接関与する過失でない や損害拡大の程度を願密に認定できないことなどから控えめ 算定すべきであるといわれており
41、この点からも修正がかかるのではないかと思われる。ただ、そも








































































































 筆者は、道交法第７４条の４ 言う「乗車用 をかぶらないで」とは、道交法上に規定する乗車用ヘルメットと























（溝手顕正）答弁）。「我々の今回の考え方を申し上げますと、道路交通法では児童及び幼児 交通安全上保護を要する対象として扱われていることからヘルメットを着用させる対象に児童も加えたと。したがっ 、児童、幼児が自ら運転する場合にも着用させるという構成になっておるわけでございます。それ以外に、児童、幼児の親などの保護者 も児童、幼児にヘルメットを着用させる努力義務も課すと、こういう二つの構えになっており す。
　
　








































































 交通事故損害賠償にあっては、 が一つの争点となることはよくあるこ であり、これは周知の事実であると言っ
てよい。過失相殺に関する争いが減ることになればそれだけ解決も早くなるというこ であ から、過失相殺の可否・程度に関するさらなる基準化は非常に重要である いえる。
